
農林水産省が保管する
口蹄疫不活化濃縮抗原
製剤化及び通関・運送業
務

支出負担行為
担当官農林水
産省大臣官房
経理課長石田
寿

東京都千代
田区霞が関
一丁目2番1
号

平成22年5月19日
ＭＥＲＩＡＬ　Ｓ
ＡＳ

２９Ａｖｅｎｕｅ
Ｔｏｎｙ　Ｇａｒｎｉ
ｅｒ　Ｌｙｏｎ　Ｆｒ
ａｎｃｅ

会計法第２
９条の３第４
項（緊急随
意契約）

できる限り早期に
業務を実施する
必要があるため

- - - 36,373,460 - - - - - -

平成22年度ニッポ
ン・食品フロンティア開拓
委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産省大
臣官房経理課
長
石田寿

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月6日
株式会社JTB
コミュニケー
ションズ

東京都品
川区上大崎
2-24-9 アイ
ケイビル3階

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

－ － － 22,059,000 22,059,000 100.0% － － 3 0 －

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（キノコ中の急性
脳症原因物質の特定と
発症機序の解明及び検
出法の開発）委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月17日
国立大学法
人静岡大学

静岡県静岡
市駿河区大
谷836

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２１年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２１年度の結果
及び平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 23,770,000 23,770,000 100.0% - - － － －

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（我が国における
家畜伝染性疾病のサー
ベイランスに関する研究

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月19日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台三
丁目1番地１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２０年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２０年度及び２
１年度の結果並
びに平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 8,000,000 8,000,000 100.0% － － － － －

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（ヨーネ病の迅
速・簡易診断技術の開
発）

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月19日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台三
丁目1番地１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２０年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２０年度及び２
１年度の結果並
びに平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 13,500,000 13,500,000 100.0% － － － － －

提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称



提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（緊急対応が必要
なウイルス性疾病の診
断・防除技術の高度化及
び監視体制の確立

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月19日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台三
丁目1番地１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２１年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２１年度の結果
及び平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 20,000,000 20,000,000 100.0% － － － － －

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（加熱食品中のア
クリルアミド生成に影響
する要因の解明及び実
用可能な低減技術開発）
委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月20日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台三
丁目1番地１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２１年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２１年度の結果
及び平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 20,100,000 20,100,000 100.0% - - － － －

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（魚食によるメチ
ル水銀のリスクと交絡因
子の解析）委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月20日
独立行政法
人水産総合
研究センター

神奈川県横
浜市西区み
なとみらい２
－３－３ク
イーンズタ
ワーＢ15階

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２０年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２０年度及び２
１年度の結果並
びに平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 29,526,000 29,526,000 100.0% － － － － －

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（糞尿媒介感染症
統御のための処理技術
の実用化と先進的衛生
管理法）委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月20日
国立大学法
人東京大学

（東京都文京
区本郷七丁
目3番1号）
　東京都文京
区弥生一丁
目1番1号

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成２０年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成２０年度及び２
１年度の結果並
びに平成２２年度
の実施計画を審
査し、継続するも
のである。

- - 25,000,000 25,000,000 100.0% － － － － －



提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

平成22年度レギュラト
リーサイエンス新技術開
発事業（コイヘルペスウィ
ルス病のまん延防止技
術の開発）

支出負担行為
担当官
農林水産省消
費・安全局長
平尾　豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月20日
独立行政法
人水産総合
研究センター

神奈川県横
浜市西区み
なとみらい２
－３－３ク
イーンズタ
ワーＢ15階

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業は、
平成１９年度にお
いて研究課題を
公募し、外部専門
家等で組織する
中立的第三者機
関で審査の結
果、選定したも
の。今年度は平
成１９年度から２
１年度の結果及
び平成２２年度の
実施計画を審査
し、継続するもの
である。

- - 4,670,000 4,670,000 100.0% － － － － －

平成２２年度原子力試験
研究委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産技術
会議事務局長
奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１-２-１

平成22年5月31日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台３－
１－１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

－ － － 8,045,000 8,045,000 100.0% － － － － －

本事業は、
文部科学省
において研
究課題が公
募され採択
された研究
課題の配分
予算が、実
施機関を所
管する各府
省に移し替
えられ契約
を締結した
ものであ
る。

平成２２年度公害防止等
試験研究委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産技術
会議事務局長
奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１-２-１

平成22年5月27日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台３－
１－１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

－ － － 12,840,000 12,840,000 100.0% － － － － －

本事業は、
環境省にお
いて研究課
題が公募さ
れ採択され
た研究課題
の配分予算
が、実施機
関を所管す
る各府省に
移し替えら
れ契約を締
結したもの
である。

平成２２年度公害防止等
試験研究委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産技術
会議事務局長
奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１-２-１

平成22年5月27日
独立行政法
人農業環境
技術研究所

茨城県つくば
市観音台３－
１－３

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

－ － － 30,927,000 30,927,000 100.0% － － － － －

本事業は、
環境省にお
いて研究課
題が公募さ
れ採択され
た研究課題
の配分予算
が、実施機
関を所管す
る各府省に
移し替えら
れ契約を締
結したもの
である。



提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

平成２２年度地球環境研
究総合推進費による研
究開発委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産技術
会議事務局長
奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１-２-１

平成22年5月17日

独立行政法
人農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つくば
市観音台３－
１－１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

－ － － 31,955,000 31,955,000 100.0% － － － － －

本事業は、
環境省にお
いて研究課
題が公募さ
れ採択され
た研究課題
の配分予算
が、実施機
関を所管す
る各府省に
移し替えら
れ契約を締
結したもの
である。

平成２２年度地球環境研
究総合推進費による研
究開発委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産技術
会議事務局長
奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１-２-１

平成22年5月17日
独立行政法
人農業環境
技術研究所

茨城県つくば
市観音台３－
１－３

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

－ － － 13,670,000 13,670,000 100.0% － － － － －

本事業は、
環境省にお
いて研究課
題が公募さ
れ採択され
た研究課題
の配分予算
が、実施機
関を所管す
る各府省に
移し替えら
れ契約を締
結したもの
である。

平成２２年度地球環境保
全試験研究委託事業

支出負担行為
担当官
農林水産技術
会議事務局長
奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１-２-１

平成22年5月27日
独立行政法
人農業環境
技術研究所

茨城県つくば
市観音台３－
１－３

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

－ － － 2,586,000 2,586,000 100.0% － － － － －

本事業は、
環境省にお
いて研究課
題が公募さ
れ採択され
た研究課題
の配分予算
が、実施機
関を所管す
る各府省に
移し替えら
れ契約を締
結したもの
である。

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月19日 愛知県
名古屋市中
区三の丸3丁
目1番2号

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,494,000 1,494,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月20日 岩手県
盛岡市内丸
10-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,700,000 1,700,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月20日 秋田県
秋田市山王
4-1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 2,250,000 2,250,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月20日 富山県
富山市新総
曲輪1番7号

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,968,000 1,968,000 100.0% － － － － － －



提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月21日 石川県
金沢市鞍月
1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,782,000 1,782,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月21日 静岡県
静岡市追手
町9番6号

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 2,200,000 2,200,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月21日 宮崎県
仙台市青葉
区本町3-8-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,407,000 1,407,000 100.0% － － － － － －

平成22年度地球環境研
究総合推進費による研
究開発に係る委託事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月24日
独立行政法
人森林総合
研究所

茨城県つくば
市松の里１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業の試
験研究について
は、環境省にお
いて募集され、応
募された提案書
をもとに中立的な
第三者機関にお
いて研究課題、
研究機関が決定
されたものであ
り、競争を許さな
いことから会計法
第２９条の３第４
項に該当するた
め。

－ － 149,382,000 149,382,000 100.0% － － － － － －

平成22年度地球環境保
全等試験研究費による
研究開発に係る委託事
業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月24日
独立行政法
人森林総合
研究所

茨城県つくば
市松の里１

会計法第２
９条の３第４
項
（公募）

本委託事業の試
験研究について
は、環境省にお
いて募集され、応
募された提案書
をもとに中立的な
第三者機関にお
いて研究課題、
研究機関が決定
されたものであ
り、競争を許さな
いことから会計法
第２９条の３第４
項に該当するた
め。

－ － 113,096,000 113,096,000 100.0% － － － － － －

森林害虫駆除事業委託

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1－2－1

平成22年5月24日 岩手県
盛岡市内丸
10-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められて
いるもの

－ － 11,500,000 11,500,000 100.0% － － － － － －

森林害虫駆除事業委託

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1－2－1

平成22年5月24日 秋田県
秋田市山王
4-1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められて
いるもの

－ － 114,840,000 114,840,000 100.0% － － － － － －

森林害虫駆除事業委託

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1－2－1

平成22年5月24日 山形県
山形市松波
2-8-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められて
いるもの

－ － 16,000,000 16,000,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月25日 青森県
青森市長島
1-1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,296,000 1,296,000 100.0% － － － － － －



提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月25日 群馬県
前橋市大手
町1-1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,363,000 1,363,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月25日 兵庫県
神戸市中央
区下山手通
5-10-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 1,239,000 1,239,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月26日 北海道
札幌市中央
区北3条西6-
1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,277,000 3,277,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月26日 福島県
福島市杉妻
町2-16

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 2,527,000 2,526,000 99.9% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月26日 山口県
山口市滝町1
番1号

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,044,000 3,044,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月26日 愛媛県
松山市一番
町4丁目4-2

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 2,000,000 2,000,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月26日 高知県
高知市丸ノ内
1-2-20

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,000,000 3,000,000 100.0% － － － － － －

森林害虫駆除事業委託

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1－2－1

平成22年5月26日 宮城県
仙台市青葉
区本町3-8-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められて
いるもの

－ － 11,758,000 11,758,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 山梨県
甲府市丸の
内1-6-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,336,000 3,336,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 長野県
長野市大字
南長野字幅
下692-2

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 5,100,000 5,100,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 岐阜県
岐阜市藪田
南2-1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,639,000 3,639,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 広島県
広島市中区
基町10番52
号

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,150,000 3,150,000 100.0% － － － － － －



提案者の数

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

住所
移行困難な
事由

契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 熊本県
熊本市水前
寺6-18-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 2,000,000 2,000,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 大分県
大分市大手
町3-1-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 2,200,000 2,200,000 100.0% － － － － － －

森林吸収源としての里山
天然林情報緊急整備対
策事業

支出負担行為
担当官　林野
庁長官　　島田
泰助

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月28日 鹿児島県
鹿児島市鴨
池新町10-1

会計法第２
９条の３第４
項（法令等
の規定）

地方公共団体と
の取り決めによ
り、契約相手方が
一に定められるも
の。

－ － 3,230,000 3,230,000 100.0% － － － － － －

漁業取締船うめさとの運
航に伴う内地出入港及
び外地寄港に係る代理
店業務

支出負担行為
担当官　水産
庁長官　町田
勝弘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年5月18日
有限会社ム
ロインター

千葉県習志
野市本大久
保４－７－１４

予決令第９
９条第１号
（秘密随意
契約）

漁業取締の性質
上、行程等を秘
密にする必要が
あるため

漁業取締の
性質上、行
程等を秘密
にする必要
があるため

平成２２年
度

－ 7,840,384 － － － － － － －

平成22年度地球環境保
全等試験研究費による
研究開発に係る委託事
業一式

支出負担行為
担当官　水産
庁長官　町田
勝弘

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月21日
独立行政法
人水産総合
研究センター

神奈川県横
浜市西区み
なとみらい2-
3-3クイーン
ズタワーＢ15
階

会計法第２
９条の３第４
項
（その他）

環境省において
募集され、応募さ
れた提案書を元
に中立的な第３
者機関において
研究課題、研究
機関が決定され
たものであり競争
を許さないため

- － － 18,254,000 － － － － － － －

平成22年度水産基盤整
備調査委託事業一式

支出負担行為
担当官　水産
庁長官　町田
勝弘

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年5月31日

①独立行政
法人水産総
合研究セン
ター
②社団法人
水産土木建
設技術セン
ター
③株式会社
エコー
④国際気象
海洋株式会
社
⑤復建調査
設計株式会
社

①神奈川県
横浜市西区
みなとみらい
2-3-3クイー
ンズタワー
B15F
②東京都中
央区築地2-
14-5サイエス
タビル3階
③東京都台
東区北上野
2-6-4上野竹
内ビル
④東京都江
東区毛利1-
18-8フジトモ
ビル2階
⑤広島県広
島市東区光
町2-10-11

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

－ － － － 20,600,000 －

①－
② 6
③－
④－
⑤－

①－
② 6
③－
④－
⑤－

1 1 －

連名契約
①4,000,000
②6,300,000
③2,800,000
④3,500,000
⑤4,000,000


